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1．概要 

本計算書は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能

維持の設計方針に基づき，代替燃料プール冷却系熱交換器が設計用地震力に対して十分な構造強

度を有していることを説明するものである。 

代替燃料プール冷却系熱交換器は，重大事故等対処設備においては常設耐震重要重大事故防止

設備に分類される。以下，重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

 

2．一般事項 

2.1 構造計画 

代替燃料プール冷却系熱交換器の構造計画を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

代替燃料プール冷却

系熱交換器は側板を

2 個の脚で支持し，

架台に取付ボルトで

設置する。 

伝熱板，側板，脚

を有するプレート

式熱交換器 

 

 

締付ボルト 

（単位：mm）

脚 
（固定側） 

側板（固定側） 

伝熱板 

1671 

1
325 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R2 

脚 
（可動側） 

取付ボルト 

460 

側板（可動側） 

ガイドバーサポート 

ガイドバー 
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2.2 評価方針 

代替燃料プール冷却系熱交換器の応力評価は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 

3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 

構造計画」にて示す代替燃料プール冷却系熱交換器の部位を踏まえ「3．評価部位」にて設定す

る箇所において，「4．固有周期」にて算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が

許容限界内に収まることを，「5．構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「6．評価結果」に示す。 

代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価フロー 

 

  

計算モデルの設定 

地震時における応力 

設計用地震力 

理論式による固有周期の算出 

代替燃料プール冷却系熱交換器の

構造強度評価 
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2.3 適用基準 

 適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－1984 

（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991 追補版（日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格（設計・建設規格(2005 年版（2007 年追補版含む。））ＪＳＭＥ  

Ｓ ＮＣ1－2005/2007）（日本機械学会2007年9月）（以下「設計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

ａｐ 

Ａ,F,j 

Ａb,j 

Ａe,BP1,j 

Ａs,F,j 

Ａs,BPx,j 

Ａs,BPy,j 

ｂｐ 

ＣＶ 

ＣＨ 

ｄＮ 

Ｅ,b,j 

Ｅ,BP,j 

Ｅ,F,j 

Ｆ 

Ｆ 

Ｆ,bzi,j 

Ｆ,BPx,j 

Ｆ,BPy,j 

Ｆ,BPz,j 

Ｆ,Fgv,j 

Ｆ,Fv,j 

Ｆ,Fx,j 

Ｆ,Fy,j 

fｔ 

fｓｂ 

 

fｔ０ 

fｔｓ 

g 
Ｇ,BP,j 

Ｇ,F,j 

Ｈ 

Ｉ,BPx,j 

Ｉ,BPy,j 

Ｉ,Fi,j 

内圧に対する側板の有効幅 

側板の断面積 

取付ボルトの断面積 

脚の有効せん断断面積 

側板の有効せん断断面積 

長手方向地震に対する脚の有効せん断断面積 

横方向振動に対する脚の有効せん断断面積 

内圧に対する側板の有効長さ 

鉛直方向設計震度 

水平方向設計震度 

側板の開口部直径 

取付ボルト材の縦弾性係数 

脚材の縦弾性係数 

側板材の縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

取付ボルトの引張力 

長手方向地震により脚に作用するせん断力 

横方向地震により脚に作用するせん断力 

運転時質量による脚のせん断力 

運転時質量による側板の軸力 

鉛直方向地震による側板の軸力 

長手方向地震により重心位置に作用するせん断力 

横方向地震により重心位置に作用するせん断力 

脚の許容引張応力（ｆｔを1.5倍した値） 

せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 

（ｆｓを1.5倍した値） 

引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力（ｆｔを 1.5 倍した値） 

引張力とせん断力を同時に受ける取付ボルトの許容引張応力 

重力加速度（＝9.80665） 

脚のせん断弾性係数 

側板のせん断弾性係数 

機器の重心高さ 

長手方向振動に対する脚の断面二次モーメント 

横方向振動に対する脚の断面二次モーメント 

側板の断面二次モーメント 

mm 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

mm 

－ 

－ 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

N 

MPa 

 

MPa 

MPa 

MPa 

m/s2 

MPa 

MPa 

mm 

mm4 

mm4 

mm4 
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記  号 記  号  の  説  明 単 位 

ｋb,j 

ｋbθ,BPx,j 

ｋ,Fi,j 

ｋ,BPy,j 

ｋs,BPx,j 

ｋθ,bi,j 

ｋθ,Bi,j 

ｋθ,BPi,j 

Ｋi 

Ｋi,j

b,j 

x,j 

x,BP1,j 

x,BP2,j 

y,BP1,j 

y,BP2,j 

ｍ０ 

Ｍ,Fx,j 

Ｍ,Fy,j 

Ｍ,Fz,j 

ｎＮ 

ｎx,BP,j 

ｎy,BP1,j 

ｎy,BP2,j 

Ｐ 

Ｓａ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ(ＲＴ)

 

ｔ,F,j 

Ｔｉ 

Ｚ,Fx,j 

Ｚ,Fy,j 

Ｚ,BP2,j 

Ｚe,BP1,j 

取付ボルトの締結部剛性 

長手方向振動に対する脚の曲げによる回転剛性 

側板の剛性 

横方向振動に対する脚のせん断/曲げ剛性 

長手方向振動に対する脚のせん断剛性 

取付ボルト締結部の回転剛性 

脚の剛性 

脚の回転剛性 

固定側及び可動側の並列剛性 

固定側，若しくは可動側の全体剛性 

取付ボルトの伸びに有効な長さ 

長手方向振動に対する取付ボルト締付幅 

側板中心から外側取付ボルトまでの長手方向距離 

側板中心から内側取付ボルトまでの長手方向距離 

横方向振動に対する外側取付ボルト締付幅の 1/2 

横方向振動に対する内側取付ボルト締付幅の 1/2 

機器の運転時質量 

長手方向地震による重心位置の曲げモーメント 

横方向地震による重心位置の曲げモーメント 

運転時質量により脚に作用する曲げモーメント 

側板開口部の数 

長手方向の荷重に寄与する脚片側の取付ボルト本数 

y,BP1,jの位置の取付ボルト本数 

y,BP2,jの位置の取付ボルト本数 

機器に作用する内圧 

側板の許容応力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 

40 ℃における値 

側板の板厚 

機器の固有周期 

長手方向地震に対する側板の断面係数 

横方向地震に対する側板の断面係数 

長手方向地震に対する脚の総断面係数 

脚の有効断面係数 

N/mm 

N･mm/rad 

N/mm 

N/mm 

N/mm 

N･mm/rad 

N･mm/rad 

N･mm/rad 

N/mm 

N/mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

kg 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

－ 

－ 

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

mm 

s 

mm3 

mm3 

mm3 

mm3 
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記  号 記  号  の  説  明 単 位 

βｉ 

π 

σa,BPz,j 

σa,Fz,j 

σab,BPx,j 

σab,BPy,j 

σ,b 

σ,bi,j 

σb,Fx,j 

σb,Fy,j 

σb,BPx,j 

σb,BPy,j 

σm 

σm1,j 

σm2,j 

σ(m+b) 

σ(m+b)x,j 

σ(m+b)x1,j 

σ(m+b)x2,j 

σ(m+b)y,j 

σ(m+b)y1,j 

σ(m+b)y2,j 

σp,Fi,j 

σr(m+b) 

σr(m+b)x,j 

σr(m+b)x1,j 

σr(m+b)x2,j 

σr(m+b)y,j 

σr(m+b)y1,j 

σr(m+b)y2,j 

σ,BP 

σ,BPx,j 

σ,BPy,j 

σw,BPz,j 

σw,Fz,j 

τab,BPx,j 

応力係数 

円周率 

鉛直方向地震による脚の曲げ応力 

鉛直方向地震による側板の応力 

鉛直方向地震と長手方向地震による脚の長手方向の組合せ応力 

鉛直方向地震と横方向地震による脚の横方向の組合せ応力 

取付ボルトの最大引張応力 

取付ボルトの引張応力 

長手方向地震による側板の曲げ応力 

横方向地震による側板の曲げ応力 

長手方向地震による脚の曲げ応力 

横方向地震による脚の曲げ応力 

側板の一次一般膜応力の最大値 

側板軸方向の一次一般膜応力 

側板水平方向の一次一般膜応力 

側板の一次応力の最大値 

長手方向地震が作用した場合の側板の一次応力 

長手方向地震が作用した場合の側板軸方向の一次応力 

長手方向地震が作用した場合の側板水平方向の一次応力 

横方向地震が作用した場合の側板の一次応力 

横方向地震が作用した場合の側板軸方向の一次応力 

横方向地震が作用した場合の側板水平方向の一次応力 

内圧による側板の応力 

側板の一次＋二次応力の変動値の最大値 

長手方向地震による側板の一次＋二次応力の変動値 

長手方向地震による側板軸方向の一次＋二次応力の変動値 

長手方向地震による側板水平方向の一次＋二次応力の変動値 

横方向地震による側板の一次＋二次応力の変動値 

横方向地震による側板軸方向の一次＋二次応力の変動値 

横方向地震による側板水平方向の一次＋二次応力の変動値 

脚の組合せ応力の最大値 

鉛直方向地震と長手方向地震による脚の組合せ応力 

鉛直方向地震と横方向地震による脚の組合せ応力 

運転時質量による脚の曲げ応力 

運転時質量による側板の応力 

鉛直方向地震と長手方向地震による脚長手方向の組合せせん断応力

－ 

－ 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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注：添字の意味は，以下のとおりとする。 

x：長手方向，y：横方向 

i：1＝長手方向，2＝横方向 

j：1＝固定側，2＝可動側 

 

 

  

記  号 記  号  の  説  明 単 位 

τab,BPy,j 

τa,BPz,j 

τ,b 

τ,bi,j 

τb,BPx,j 

τb,BPy,j 

τw,BPz,j 

τ,Fx,j 

τ,Fy,j  

鉛直方向地震と横方向地震による脚横方向の組合せせん断応力 

鉛直方向地震による脚のせん断応力 

取付ボルトの最大せん断応力 

取付ボルトのせん断応力 

長手方向地震による脚のせん断応力 

横方向地震による脚のせん断応力 

運転時質量による脚のせん断応力 

長手方向地震による側板のせん断応力 

横方向地震による側板のせん断応力 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-2 に示すとおりとする。 

 

表 2-2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 s 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位

最高使用圧力 MPa ― ― 小数点以下第 2位 

温度＊１ ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位 

長さ＊１ mm ― ― 整数位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊２ 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊３ MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位ま

での値とする。 

 

 

3．評価部位 

代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，

地震荷重を受け持つ主要な部材である側板，脚，取付ボルトについて実施する。代替燃料プール

冷却系熱交換器の耐震評価部位については，表 2-1 の概略構造図に示す。 

なお，側板は下部が固定されているため，地震時には側板の上部（側板と伝熱板の一体部）が

挙動することで応力が生じる。一方，伝熱板は側板と一体となって全面が挙動することから，地

震時に伝熱板に発生する応力は小さいと考えられ，支配的に応力が生じる側板を評価部位とし，

伝熱板は評価部位から除外する。 
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4．固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

代替燃料プール冷却系熱交換器の固有周期の計算方法を以下に示す。 

4.1.1 水平方向 

(1) 代替燃料プール冷却系熱交換器の質量は，重心に集中するものとする。 

(2) 代替燃料プール冷却系熱交換器は，固定側板と可動側板の並列結合により 1質点を支持 

するものとし，図 4-1 に示す計算モデルとして考える。 

(3) 各側板は，脚及び取付ボルト締結部の剛性からなる回転ばねと側板の剛性からなる曲げ 

せん断ばねの直列結合と考える。長手方向の振動モデルを図 4-2，横方向の振動モデル 

を図 4-3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 固有周期の計算モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-2 長手方向の振動モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-3 横方向の振動モデル 

） 
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(4) 固有周期は次式で求める。 

3
i

0
i

10Ｋ

m
・π・ 2＝Ｔ   ····························································· （4.1.1.1） 

i,2i,1i Ｋ＋ＫＫ＝   ········································································ （4.1.1.2） 

ji,＝Ｋ   ··································································· （4.1.1.3） 

 
ここに，添字： 21,i （1：長手方向，2：横方向） 

21,j （1：固定側，2：可動側） 

 

1) 側板の剛性 

jFi,, ＝ｋ   ······································· （4.1.1.4） 

 
2) 脚の剛性 

jBi,θ,ｋ   ·························································· （4.1.1.5） 

 

a. 長手方向に対する脚の剛性 

(a) 脚の回転剛性 

jBP1,θ, ＝ｋ   ·········································· （4.1.1.6） 

 

イ. せん断剛性 

jBPx,s,ｋ  ··················································· （4.1.1.7） 

 
ロ. 曲げによる回転剛性 

jBPx,bθ, ＝ｋ   ······················· （4.1.1.8） 
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(b) 取付ボルト締結部の回転剛性 

jb1,θ,ｋ   ·································· （4.1.1.9） 

ここに，  
 

b. 横方向に対する脚の剛性 

(a) 脚の回転剛性 

＝ｋ jBP2,θ,   ······················· （4.1.1.10） 

 
イ. 固定脚の面外剛性 

BPy,1, ＝ｋ   ············· （4.1.1.11） 

 
ロ. 可動脚の面外剛性 

BPy,2,ｋ   ········· （4.1.1.12） 

 

(b) 取付ボルト締結部の回転剛性 

jb2,θ, ＝ｋ   ························· （4.1.1.13） 

ここに，

 
c. 取付ボルト締結部の剛性 

jb,
ｋ ＝  ···································································· （4.1.1.14） 

 

4.1.2 鉛直方向 

代替燃料プール冷却系熱交換器は，伝熱板及び側板が一体に締付けられた構造で

あり，一体での挙動を示す。鉛直方向の剛性は，側板の軸方向剛性と脚及び取付ボ

ルト締結部の剛性の直列結合であることから，鉛直方向は十分な剛性を有している

とみなせるため，固有周期の計算を省略する。  
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震性

についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4-1 示す。代替燃料プール冷却系熱交換器の固有周期は 0.05 秒以

下であることから，剛構造である。 

 

表 4-1 固有周期（s） 

水平方向 
鉛直方向 

長手方向 横方向 

  －＊ 

注記 ＊：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 

 

5．構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

(1) 計算方法は既往研究「ＢＷＲプラントへのプレート式熱交換器適用化に関する研究」（引用

文献(1)）に準拠する。 

(2) 代替燃料プール冷却系熱交換器の質量は，重心に集中するものとする。 

(3) 地震力は，代替燃料プール冷却系熱交換器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するも

のとする。 

(4) 代替燃料プール冷却系熱交換器は 2 個の脚で支持され，脚は 1 個につき取付ボルトが 2 列

以上になっている。このため，脚は固定支持として扱う。 
(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

 

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

代替燃料プール冷却系熱交換器の荷重の組合せ及び許容応力状態のうち重大事故等対処設

備の評価に用いるものを表 5-1 に示す。 

 

5.2.2 許容応力 

代替燃料プール冷却系熱交換器の許容応力は，添付書類「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」

に基づき表 5-2，表 5-3 のとおりとする。 

 

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

代替燃料プール冷却系熱交換器の使用材料の許容応力評価条件のうち重大事故等対処設備

の評価に用いるものを表 5-4 に示す。

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
3
-3
-
1
 R
2
 



 

 

1
4
 

表 5-1 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊１ 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態

核燃料物質

の取扱施設

及び 

貯蔵施設 

使用済燃料

貯蔵槽冷却

浄化設備 

代替燃料プール冷却系熱交換器 
常設耐震 

／防止 

重大事故等 

クラス２容器＊２ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ
＊３ ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして

ⅣＡＳの許容限

界を用いる）

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：重大事故等クラス２容器の支持構造物を含む。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R2 
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表5-2 許容応力（重大事故等クラス２容器（クラス２，３容器）） 

許容応力状態 

許容限界＊１ 

一次一般膜応力 
一次膜応力＋ 

一次曲げ応力 

一次＋ 

二次応力 

一次＋二次＋ 

ピーク応力 

ⅣＡＳ 

0.6・Ｓｕ 左欄の 1.5 倍の値 

Ｓｓ地震動のみによる疲労解析＊２を行い，疲労累積係数

が 1.0 以下であること。 

ただし，地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が

2・Ｓｙ以下であれば，疲労解析＊２は不要 ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの

許容限界を用いる） 

注記 ＊1：座屈に対する評価が必要な場合には，クラスＭＣ容器の座屈に対する評価式による。 

＊2：2・Ｓｙを超える場合は弾塑性解析を行う。この場合，設計・建設規格 PVB-3300（PVB-3313 を除く。Ｓｍは 2/3・Ｓｙと読み替え

る。）の簡易弾塑性解析を用いる。 

 

  

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R2 
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表 5-3 許容応力（重大事故等クラス２支持構造物（クラス２，３支持構造物）） 

許容応力状態 

許容限界＊１，＊２ 

（脚） 

許容限界＊１，＊２ 

（取付ボルト） 

一次応力 一次応力 

組合せ 引張り せん断 組合せ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ Min[1.4・ƒtｏ－1.6・τｂ，ƒｔｏ] 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許

容限界を用いる） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

 

＊ ＊ ＊

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R2 



 

 

1
7
 

表 5-4 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 
Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

側 板 SGV410 最高使用温度 80 206 375 ― 

脚  周囲環境温度 201 373 ― 

取 付 ボ ル ト 周囲環境温度 673 759 ― 

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R2 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5-5 に示す。 

「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-7 設計用床応答曲線の作成方針」

に基づく。 

 

表 5-5 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

設備分類 

据付場所及び 

床面高さ 

（m） 

固有周期（s） 基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

常設耐震／防止
 

EL. 29.00＊１ 
 －＊２ 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有周期は十分に小さく計算は省略する。 
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5.4 計算方法 

5.4.1 応力の計算方法 

5.4.1.1 部材力の算定 

 

(1) 運転時質量による軸力 

2

･m
＝Ｆ 0
jFgv,,

g
  ····································································· （5.4.1.1.1） 

添字： 21,j  （1：固定側，2：可動側） 

 
(2) 鉛直方向地震力 

2

･Ｃ･m
＝Ｆ v0
jFv,,

g  ····································································· （5.4.1.1.2） 

 

(3) 長手方向地震力 

1) 側板のせん断力 

a. 固定側 

Fx,1, ＝Ｆ   ·················································· （5.4.1.1.3） 

 
b. 可動側 

Fx,2, ＝Ｆ   ················································ （5.4.1.1.4） 

 
2) 側板の曲げモーメント 

＝Ｍ jFx,,  ···························································· （5.4.1.1.5） 

 

(4) 横方向地震力 

1) 側板のせん断力 

a. 固定側 

Fy,1, ＝Ｆ   ·················································· （5.4.1.1.6） 

 
b. 可動側 

Fy,2, ＝Ｆ  ················································· （5.4.1.1.7） 
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2) 側板の曲げモーメント 

＝Ｍ jFy,,   ···························································· （5.4.1.1.8） 

 

 

5.4.1.2 側板の計算方法 

(1) 内圧による応力 

jFi,p, ＝σ   ······················· （5.4.1.2.1） 

 

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

jF,,

jFgv,,
jFz,w,

Ａ

Ｆ
＝σ   ··································································· （5.4.1.2.2） 

jF,,

jFv,,
jFz,a,

Ａ

Ｆ
＝σ   ··································································· （5.4.1.2.3） 

(3) 長手方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

jFx,,

jFx,,

jFx,b,
Ｚ

Ｍ
＝σ   ·································································· （5.4.1.2.4） 

b. せん断応力 

jF,s,

jFx,,
jFx,,

Ａ

Ｆ
＝τ   ···································································· （5.4.1.2.5） 

(4) 横方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

jFy,,

jFy,,
jFy,b,

Ｚ

Ｍ
＝σ   ·································································· （5.4.1.2.6） 

b. せん断応力 

jF,s,

jFy,,
jFy,,

Ａ

Ｆ
＝τ   ···································································· （5.4.1.2.7） 
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(5) 組合せ応力 

a. 一次一般膜応力 

)σ,σ＝Max(σ
j,m2j,m1m   ······················································· （5.4.1.2.8） 

j1,m ＝σ   ··············································· （5.4.1.2.9） 

j2,m ＝σ   ·································································· （5.4.1.2.10） 
 

b. 一次応力 

(a) 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jb)x,(m ＝σ （5.4.1.2.11） 

j1,b)x(m ＝σ   ·························· （5.4.1.2.12） 

jb)x2,(m ＝σ   ·························································· （5.4.1.2.13） 
 

(b) 横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jy,b)(m ＝σ  

 ·········· （5.4.1.2.14） 

jb)y1,(m ＝σ   ·························· （5.4.1.2.15） 

jb)y2,(m ＝σ   ·························································· （5.4.1.2.16） 
 

(c) 一次応力の最大値 

)σ,σ＝Max(σ jb)y,(mjb)x,(mb)(m   ······································ （5.4.1.2.17） 
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c. 地震力のみによる一次＋二次応力の変動値 

(a) 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jb)x,r(m ＝σ  ···················· （5.4.1.2.18） 

jb)x1,r(m ＝σ   ············································· （5.4.1.2.19） 

＝σ jb)x2,r(m   ······························································ （5.4.1.2.20） 
 

(b) 横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jb)y,r(m ＝σ  ····················· （5.4.1.2.21） 

jb)y1,r(m ＝σ   ·············································· （5.4.1.2.22） 

＝σ jb)y2,r(m   ······························································· （5.4.1.2.23） 
 

(c) 一次＋二次応力の変動値の最大値 

)σ,σ＝Max(σ jb)y,r(mj,b)xr(mb)r(m   ·································· （5.4.1.2.24） 
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5.4.1.3 脚の計算方法 

(1) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

a. 曲げモーメント 

jFz,, ＝Ｍ ············································· （5.4.1.3.1） 

jBPz,, ＝Ｆ  ··········································· （5.4.1.3.2） 

ただし

 

b. 運転時質量により脚に作用する応力 

(a) 曲げ応力 

jBP1,,e

jFz,,
jBPz,w,

Ｚ

Ｍ
＝σ   ··························································· （5.4.1.3.3） 

 

(b) せん断応力 

jBP1,,e

jBPz,,
jBPz,w,

Ａ

Ｆ
＝τ   ·························································· （5.4.1.3.4） 

 

c. 鉛直方向地震により脚に作用する応力 

(a) 曲げ応力 

jBP1,,e

jFz,,
vjBPz,a,
Ｚ

Ｍ
･Ｃ＝σ   ····················································· （5.4.1.3.5） 

 

(b) せん断応力 

jBP1,,e

jBPz,,
vjBPz,a,
Ａ

Ｆ
･＝Ｃτ   ····················································· （5.4.1.3.6） 

 

(2) 長手方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

jBP2,,

jFx,,
jBPx,b,

Ｚ

Ｍ
＝σ   ······························································· （5.4.1.3.7） 

 

b. せん断応力 

 

jBPx,,s

jBPx,,
jBPx,b,

Ａ

Ｆ
＝τ   ····························································· （5.4.1.3.8） 

jBPx,,Ｆ   ···················································· （5.4.1.3.9） 
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(3) 横方向地震による応力 

a. 曲げ応力 

＝σ jBPy,b,   ················ （5.4.1.3.10） 

ただし

jBPy,, ＝Ｆ ··················· （5.4.1.3.11） 

 
b. せん断応力 

＝τ jBPy,b,    ··············· （5.4.1.3.12） 

ただし

 

(4) 組合せ応力 

a. 長手方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jBPx,, ＝σ   ········································· （5.4.1.3.13） 

jBPx,ab, ＝σ   ·································· （5.4.1.3.14） 

jBPx,ab, ＝τ   ·································· （5.4.1.3.15） 

 
b. 横方向地震及び鉛直方向地震が作用した場合 

jBPy,, ＝σ   ········································· （5.4.1.3.16） 

jBPy,ab, ＝σ   ·································· （5.4.1.3.17） 

jBPy,ab, ＝τ   ·································· （5.4.1.3.18） 

 
c. 組合せ応力の最大値 

)σ,σ＝Max(σ jBPy,,jBPx,,BP,   ·············································· （5.4.1.3.19） 
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5.4.1.4 取付ボルトの計算方法 

取付ボルトの応力は，運転時質量による軸力と水平方向（長手方向，横方向）及び鉛直

方向地震の組合せによる引張力，水平方向地震によるせん断力に基づき計算する。 
 

(1) 取付ボルトの引張応力 

 

a. 取付ボルトに作用する引張力 

jbzi,, ＝Ｆ   ··············· （5.4.1.4.1） 

ただし

ここに，添字i：x＝長手方向，y＝横方向，j：1＝固定側，2＝可動側 
 

 

図 5-1 脚部に作用する外荷重と取付ボルトの引張力の関係 
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b. 鉛直方向地震及び水平方向地震による引張応力 

 

jbi,, ＝σ   ························································· （5.4.1.4.2） 

ただし，

 

(2) 取付ボルトのせん断応力 

jbi,, ＝τ   ····················································· （5.4.1.4.3） 

 
(3) 最大応力 

a. 引張応力 

)σ,＝Max(σσ jby,,jbx,,b,   ·················································· （5.4.1.4.4） 
 

b. せん断応力 

)τ,＝Max(ττ jby,,jbx,,b,   ················································  （5.4.1.4.5） 
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5.5 計算条件 

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【代替燃料プール冷却系熱交換器の耐震性につい

ての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

5.6 応力の評価 

5.6.1 側板の応力評価 

5.4.1.2 項で求めた側板の組合せ応力σ（ｍ＋ｂ）は許容応力Ｓａ以下であること。 

 

 許 容 応 力 Ｓａ 

応力の種類 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組

合せの場合 

一次一般膜応力 

Ｓｙと0.6・Ｓｕの小さい方 

ただし，ＡＳＳ（オーステナイト

系ステンレス鋼）及びＨＮＡ（高

ニッケル合金）については上記値

と1.2・Ｓとの大きい方 

0.6・Ｓｕ 

一 次 応 力 上記の1.5倍の値 上記の1.5倍の値 

一次＋二次応力 
地震動のみによる一次＋二次応力の変動値が2・Ｓｙ以下であれば，疲

労解析は不要 

 

 

5.6.2 脚の応力評価 

5.4.1.3 項で求めた脚の組合せ応力σ，ＢＰは許容引張応力 fｔ以下であること。 

 

 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ 
  ・1.5

1.5

Ｆ

 
  ・1.5

1.5

Ｆ

 

 

 

  

N
T
2
 
補
②

 Ⅴ
-
2
-4
-
3
-3
-
1
 R
2
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5.6.3 取付ボルトの応力評価 

5.4.1.4 項で求めた取付ボルトの引張応力σ,ｂは次式より求めた許容引張応力 fｔｓ以下であ

ること。ただし，fｔ０は下表による。 

 

fｔｓ＝ Min[1.4・fｔ０－ 1.6・τ,ｂ， fｔ０]                        （5.6.3.1） 

 

せん断応力τ,ｂはせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であること。

ただし，fｓｂは下表による。 

 
 

 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 
基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ０ 
   ・1.5

2

Ｆ

 
   ・1.5

2

Ｆ

 

許 容 せ ん 断 応 力

fｓｂ 
   ・1.5

31.5・

Ｆ 

 

   ・1.5
31.5・

Ｆ 

 

 
 
6. 評価結果 

6.1 重大事故等対処設備としての評価結果 

代替燃料プール冷却系熱交換器の重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下

に示す。発生値は許容応力を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有するこ

とを確認した。 

 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 
 

＊ 

＊ 
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1.3　計算数値

　1.3.1　側板に生じる応力

（1） 一次一般膜応力

a.　固定側

b.　可動側

－

－

－

－

（2） 一次応力

a.　固定側

－ － －

－ － －

－ － －

－ － － －

－ － ＝ ＝

－ － ＝ ＝

b.　可動側

－ － －

－ － －

－ － －

－ － － －

－ － ＝ ＝

－ － ＝ ＝

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R1

（単位：MPa）

－ －

－

－

基準地震動Ｓｓ

横方向応力

（単位：MPa）

（単位：MPa）

－

（単位：MPa）

軸方向応力 横方向応力 軸方向応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

横方向応力

地震の種類

水平方向地震による応力
曲 げ

せ ん 断

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

水平方向地震による応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

軸方向応力 横方向応力

組 合 せ 応 力

曲 げ

せ ん 断

地震の種類

地震の方向

組 合 せ 応 力

横方向応力

長手方向

横方向応力 軸方向応力

地震の種類

応力の方向

内 圧 に よ る 応 力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

長手方向

地震の種類

22

軸方向応力

横方向応力

組 合 せ 応 力

応力の方向

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

基準地震動Ｓｓ

軸方向応力 横方向応力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

内 圧 に よ る 応 力

内 圧 に よ る 応 力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

応力の方向 軸方向応力 横方向応力 軸方向応力

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

組 合 せ 応 力

軸方向応力

運 転 時 質 量 に よ る 応 力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

－

基準地震動Ｓｓ

横方向

軸方向応力

応力の方向

地震の方向

横方向応力

基準地震動Ｓｓ

軸方向応力 軸方向応力

横方向応力

横方向

横方向応力

内 圧 に よ る 応 力

3
0



（3） 地震動のみによる一次＋二次応力の変動値

a.　固定側

－ － － －

－ － －

－ － ＝ ＝

－ － ＝ ＝

b.　可動側

－ － －

－ － －

－ － ＝ ＝

－ － ＝ ＝

　1.3.2　脚に生じる応力

a.　固定側

－ －

－

－

－

－

－

－

b.　可動側

－

－

－

－

－

－

－

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

軸方向応力 横方向応力 軸方向応力 横方向応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

横方向応力

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R1

地震の方向

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

地震の種類

鉛 直 方 向 地 震 に よ る 応 力

応力の方向

組 合 せ 応 力

水平方向地震による応力
曲 げ

せ ん 断

応力の方向

地震の種類

地震の方向

横方向

基準地震動Ｓｓ

横方向

横方向

軸方向応力

長手方向 横方向

軸方向応力 横方向応力 軸方向応力

水平方向地震による応力
曲 げ

せ ん 断

横方向応力軸方向応力

長手方向

軸方向応力

運 転 時 質 量に よ る 応 力

鉛直方向地震による応力
曲 げ

曲 げ

せ ん 断

組 合 せ 応 力

せ ん 断

水平方向地震による応力
曲 げ

組 合 せ 応 力

応力の方向

地震の種類

運 転 時 質 量に よ る 応 力

組 合 せ 応 力

せ ん 断

曲 げ

曲 げ
鉛直方向地震による応力

せ ん 断

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

水平方向地震による応力
せ ん 断

曲 げ

せ ん 断

応力の方向

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

地震の種類

軸方向応力

（単位：MPa）

横方向応力

長手方向

基準地震動Ｓｓ

長手方向

（単位：MPa）

（単位：MPa）

基準地震動Ｓｓ

横方向

横方向応力

横方向応力

（単位：MPa）

3
1

基準地震動Ｓｓ

長手方向



　1.3.3　取付ボルトに生じる応力

a.固定側

b.可動側

1.4　結論

　1.4.1　固有周期

＝

＝

＝

注　＊：固有周期は十分小さく計算は省略する。

　1.4.2　応　　力

－ － ＝

－

－

－

－

－ － ＝

注記 ＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τ,b，  ｔｏ]より算出

すべて許容応力以下である。
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弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

長手方向 横方向

－

－

長手方向 横方向

－

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

NT2 補② Ⅴ-2-4-3-3-1 R1E

（単位：MPa）

（単位：MPa）

鉛 直 方 向 地震 及 び 水 平
方 向 地 震 に よ る 応 力

引 張 り

地震の種類

応力の方向 横方向

基準地震動Ｓｓ

長手方向

鉛 直 方 向 地震 及 び 水 平
方 向 地 震 に よ る 応 力

引 張 り

方　　　向

応力の方向

地震の種類

水平方向地震による応力 せ ん 断

長手方向 横方向

基準地震動Ｓｓ

（単位：s）

－

せ ん 断

固 有 周 期

水平方向地震による応力

SGV410

－

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

算出応力 許容応力

脚

取付ボルト

横 方 向

長 手 方 向 Ｔ1

Ｔ2

部　　　材

組　合　せ

引　張　り

せ　ん　断

応　　　力

一次一般膜

一　　　次

一次＋二次

材　　　料

側　　　板

－
＊

＊

許容応力

基準地震動Ｓｓ

算出応力

3
2

（単位：MPa）

鉛 直 方 向 Ｔ3


